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滋賀県公営企業決算審査意見書（概要）

第１ 審査の対象

平成２４年度滋賀県公営企業決算審査の対象は、次のとおりである。

滋 賀 県 病 院 事 業

滋賀県工業用水道事業

滋賀県水道用水供給事業

第２ 審査の方法

この決算審査に当たっては、審査に付された決算書類が事業の経営成績および財政状態

を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計諸帳簿、証書類等との審査照合をし

つつ、決算の計数は正確であるか、経理は適正かつ合法的に処理されているか、さらに、

各事業は地方公営企業の本来の目的である公共の福祉を増進するとともに、常に経済性を

発揮するよう運営されているかどうかを主眼として、慎重に審査した。

なお、定期監査および例月現金出納検査の結果も参考にした。

第３ 審査の結果

審査の対象とした各事業の決算の計数はいずれも正確であり、企業の経営成績および財

政状態は、地方公営企業の会計原則に基づき適正に表示されていた。

なお、審査の意見および各事業の決算の概要は以下のとおりである。

第４ 審査の意見

各事業の決算に係る審査の意見は次のとおりである。

１ 病院事業

病院事業は、高度専門医療を提供し、県民の健康増進と保健福祉の向上を図るため、

成人病センター、小児保健医療センター、精神医療センターの３病院を運営している。

(1) 事業の概要

病院事業における当年度の事業収益は１８７億４千６百万円（百万円未満切り捨て。



- 2 -

以下文中において同じ。）で、前年度に比べ４億６千６百万円（２．６％）増加し、事

業費用は１８６億５千６百万円で、前年度に比べ２億１百万円（１．１％）増加した。

その結果、当年度の純利益は９千万円で、前年度の純損失１億７千４百万円から黒字化

し、当年度未処理欠損金は１４５億７千４百万円となった。

成人病センターは、がんや心臓血管疾患、脳神経疾患等の生活習慣病に関する高度専

門医療を提供し県民の健康増進を図るため、本県の基幹病院として運営されている。

病床数は、許可病床数５４１床、稼働病床数は平成２５年３月３１日現在で４９４床、

また診療科は、２６診療科で運営されている。

当年度の事業収益は１４２億４千４百万円で、前年度に比べ３億４千万円（２．４％）

増加し、事業費用は１４２億２千９百万円で、前年度に比べ６千５百万円（０．５％）

増加した。その結果、当年度の純利益は１千４百万円で、前年度の純損失２億６千万円

から黒字化し、当年度未処理欠損金は１４６億２千７百万円となった。

小児保健医療センターは、小児を対象にした特定高次の医療、精密健診、保健指導等

健康相談を提供する本県の拠点病院として、病床数１００床、９診療科で運営されてい

る。

当年度の事業収益は２８億２千２百万円で、前年度に比べ６千４百万円（２．３％）

増加し、事業費用は２７億４千４百万円で、前年度に比べ４千３百万円（１．６％）増

加した。その結果、当年度の純利益は前年度に比べ２千１百万円増加し、７千７百万円

となり、当年度未処分利益剰余金は１億１千３百万円となった。

精神医療センターは、思春期精神障害、アルコール依存等中毒精神障害、身体疾患を

伴う精神障害、救急医療、早期の社会復帰などの医療サービスを提供する本県の拠点病

院として、病床数１００床、３診療科で運営されている。

当年度の事業収益は１６億４百万円で、前年度に比べ５千８百万円（３．８％）増加し、

事業費用は１６億７百万円で、前年度に比べ９千万円（６．０％）増加したが、事業費

用には固定資産の除却に伴う特別損失３千万円が計上された結果、当年度の純損失は

２百万円となり、当年度未処理欠損金は５千９百万円となった。
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(2) 審査の意見

各病院は、県民の健康や生命を守るため、それぞれがもつ機能や特色を生かし、安心・

安全な医療、高度専門医療、また、県民のニーズや時代の要請に的確に対応した医療を

提供し、今後とも公的医療機関としての使命と役割を果たされるよう求めるものである。

経営においては、平成１３年度以来１１年ぶりに純利益を計上した。このため、当年

度未処理欠損金は、前年度に比べ９千万円減少したものの、なお１４５億７千４百万円

の残高がある。病院事業を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況にあることから、

今後の病院経営に当たっては、自主・自律的な運営体制の構築により経営基盤の強化を

図り、安心・安全・良質な医療の提供に努め、以下の諸点に積極的に取り組まれたい。

ア 経営改善について

第三次県立病院中期計画（計画期間：平成２４年度～平成２８年度）の初年度として、

成人病センターと精神医療センターはわずかながら計画を下回ったものの、小児保健

医療センターが計画を大きく上回る純利益を計上したことにより、病院事業全体では

計画を４千６百万円上回る９千万円の純利益となり、順調なスタートを切ったところ

である。

特に成人病センターにおいては、医師等の確保による医療体制の充実などの経営改

善の努力により、収支状況は着実に改善されており、単年度収支の黒字化が実現した。

しかしながら、今なお多額の累積欠損金を抱えており、病院を取り巻く経営環境は引

き続き厳しい状況が続くと見込まれることから、高度医療の提供による病院機能の向

上や、医療安全の徹底等の取組を通し患者数の増加を図るなど、診療収益の増加に努

めるとともに、診療科別収益目標の設定と管理に取り組まれたい。さらに、ＤＰＣコ

ストデータの活用によるコスト管理の徹底、材料費のさらなる見直しや後発医薬品の

利用促進、３病院一括契約による効率的な事務事業の執行等により費用の削減に努め

られたい。

また、中期計画の推進に当たっては、患者の目線に立った良質な医療、県民のニー

ズに対応した質の高い医療の提供など病院のあるべき姿を目指しつつ、収支状況の改

善を図るため、「バランス・スコアカード」を有効に活用し、自主・自律的で安定的

な経営基盤の確立、人材育成や職員の意識改革など、年度ごとの目標達成に向けて着

実な取組を図られたい。
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イ 安定的な医療体制の確保について

長期にわたって安定した医療サービスを提供するためには、医師および看護師等の

確保が不可欠であり、あらゆる対策を講じてこれらの医療従事者を充足させ、県立病

院に寄せられる多くの期待に応える必要があるが、各病院における医師の充足状況は、

必ずしも十分とはいえない状況にあり、小児保健医療センターの眼科および精神医療

センターの精神科では欠員が生じている。小児保健医療センターの眼科については非

常勤医師のみによる診療体制が継続していることから、診療日が限られているなど患

者の期待に応え切れていない状況にあり、また、精神医療センターの精神科について

は、常勤医師の不足から緊急時や夜間等の対応に課題がある。これらの状況を解消し、

常に安定的な医療の提供が行えるよう、常勤医師の確保に努められたい。

また、平成２８年３月に予定されている成人病センターの新病棟開設に伴い、増員

が必要となる看護師の確保も含めて、医療体制の確立に努められたい。

ウ 収入未済解消に向けた取組について

患者自己負担金の収入未済について、平成２４年度は、前年度に比べ９百万円減少

したものの、なお６千８百万円の収入未済があることから、実効ある対策の構築と取

組に努められたい。なお、平成２１年度から開始した未収金回収業務外部委託の実績

を踏まえ、直接徴収と外部委託を適切に組み合わせ、効果的に取り組まれたい。クレ

ジットカード決済についても、患者の利便性が向上するとともに、負担金の回収が確

実であることから、患者への周知を図り収入未済の発生防止に活用されたい。

エ 地域医療機関との役割分担と連携について

公的医療機関としての各病院の機能と役割を明確にし、地域医療機関との役割分担

を図るとともに、密接な相互連携を図り、病床利用率や患者の紹介率等の向上に努め

られたい。

特に成人病センターにおいては、都道府県がん診療連携拠点病院として、高度医療

機器の導入などにより、高度がん医療の向上が図られているが、滋賀県全体のがん医

療の均てん化に向けたコーディネート機能を発揮し、患者視点に立った診療や各種情

報の提供、地域医療機関への診療支援など、県民のニーズに幅広く対応したがん診療

を進め、滋賀県のがん医療の中核病院として県民の期待に応えられるよう努められた

い。

また、高齢化社会が進展するなか、県立病院として求められる病院機能を再構築す
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るため、平成２５年度において新病棟第２期工事に着手されるが、さらに医療専門職

の育成や遠隔病理診断体制の整備、疾病・介護予防のための取組など、全県型医療の

展開により、県内全域の医療レベルの向上に貢献されたい。

小児保健医療センターにおいては、重症患者の増加への対応、発達障害児への対応、

成人を迎えた患者への対応など、現在直面している諸課題に対応していくため、平成

２４年９月に設置した将来構想検討委員会から、主に難病・慢性疾患を対象として機

能強化をしていくべきであるとの提言がなされたところであり、今後は必要となる医

療機能の充実に向けた取組を進められたい。

精神医療センターにおいては、県民の精神医療を担う中核施設として、地域医療機

関や保健所等関係機関との連携を強化し、社会のニーズに応じた精神科専門医療を提

供するとともに医療と地域生活支援に一体的に取り組まれたい。また、地域社会の理

解と協力のもと、精神科救急医療施設としての役割を果たすとともに、新たに医療観

察法に基づく指定入院医療機関として開設する医療観察病棟の運営に万全を期された

い。

オ 研究所の活用について

成人病センター研究所は、早期のがんの診断も可能なＰＥＴ装置をはじめ先進的研

究設備を備え、病理標本を電子化し送受信できる遠隔病理診断システムを用いた全県

域を網羅する遠隔病理診断ネットワークの構築等を図ることにより、病理医不足への

支援、病理診断の迅速化、がん医療の向上に向けた取組が進められ、全県型医療の展

開においてその一翼を担っている。また、他の医療施設との連携や臨床課題の解決に

向けた研究も進められており、これら先進的設備の活用や研究の推進、ネットワーク

構築を通して、医療の向上、滋賀県における病理医や臨床医の育成、さらに県民のた

めの健康教育に力を発揮されたい。

カ 会計制度の見直しに対する的確な対応について

地方公営企業会計制度の見直しにより、新会計基準が平成２６年度の事業年度から

適用されるため、各種引当金の計上の義務づけやみなし償却制度の廃止等の改正項目

に的確に対応し、新会計制度への移行を進められたい。
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２ 工業用水道事業

工業用水道事業は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業の２事業からなっ

ている。

(1) 事業の概要

平成２４年度は、２事業において受水企業６１社を対象として給水し、契約給水量は

３１，７３５千㎥／年（日平均８６，９４５㎥）で、平成１３年度の３９，６５７千㎥／年

（日平均１０８，６５０㎥）をピークに年々減少傾向にあるものの、前年度に比べると

０．２％増加した。実給水量は１８，８５７千㎥／年（日平均５１，８０６㎥）で、

ピーク時の平成１２年度の２９，１６７千㎥／年（日平均７９，９１１㎥）から同じく

減少傾向にあり、前年度に比べ２．２％減少した。

契約給水量においては彦根工業用水道事業で減少し、南部工業用水道事業では新規の

受水が１社あったことにより増加した。また、実給水量においては彦根工業用水道事業

および南部工業用水道事業ともに減少した。

経営状況においては、彦根工業用水道事業では、事業収益１億９千１百万円に対して

事業費用１億４千２百万円で、純利益４千８百万円を計上した。南部工業用水道事業で

は、事業収益９億５千万円に対して事業費用６億８千万円で、純利益２億６千９百万円

を計上した。

この結果、２事業において、事業収益１１億４千１百万円に対して事業費用８億２千３百

万円を要し、当年度の純利益は３億１千８百万円、前年度に比べ１．３％減少となった。

(2) 審査の意見

今後の工業用水道事業の経営に当たっては、長期的な展望に立った事業運営の指針と

して、平成２３年３月に策定された「滋賀県企業庁水道ビジョン」（目標年度：平成３２

年度）ならびにその実施計画として位置づけた５年間の経営計画（平成２３年度～平成

２７年度）に即して、着実な事業の進行管理を行われるとともに、良質な水を安定供給

する公営企業としての使命を果たすため、引き続き合理化・効率化に取り組み、全職員が

経営感覚をもって以下の諸点に積極的に取り組まれたい。

なお、今般、滋賀竜王工業団地が整備されることに伴い、工場誘致の条件整備として、

工業用水道を新たに布設し給水することとし、平成２５年度から工事に着手することに
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なったが、分譲の開始に支障がないよう、施工に万全を期されたい。

ア 収益の確保について

リサイクル水の利用など水利用の効率化や節水意識の高まりなどにより、企業の水

需要が減少傾向にあるが、今後も企業の立地や企業内の水需要の動向を積極的に情報

収集し、企業訪問により工業用水道の経済的優位性を説明するなど新規需要開拓に力

を入れるとともに、一層の経費節減を図り、収益の確保に努められたい。

イ 水道施設の維持管理について

施設・設備について、整備後４０年を経過したものもあり、今後大規模な更新時期

を迎えようとしていることから、老朽度の実態を踏まえ、重要度、優先度、緊急度を

十分考慮しつつ、アセットマネジメントの手法を用いた長期的な更新計画を策定し、

適切な維持管理により延命化を図りながら、計画的・効率的に更新を実施されたい。

とりわけ、管路については更新に多額の投資が必要となることから、更新基礎調査

および水需要調査の結果等を踏まえ、効率的・効果的な更新全体計画を策定し、必要

な財源を確保しつつ着実に進められたい。

また、琵琶湖西岸断層帯の活動などによる地震災害等に備え、浄水施設や管路の耐

震対策にも引き続き取り組まれたい。

ウ 会計制度の見直しに対する的確な対応について

地方公営企業会計制度の見直しにより、新会計基準が平成２６年度の事業年度から適

用されるため、各種引当金の計上の義務づけやみなし償却制度の廃止等の改正項目に

的確に対応し、新会計制度への移行を進められたい。
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３ 水道用水供給事業

水道用水供給事業は、湖南水道用水供給事業からなっている。

(1) 事業の概要

平成２４年度は、８市２町を対象として給水し、契約給水量は４６，９１７千㎥／年

（日平均１２８，５４０㎥）で、前年度に比べ０．３％減少した。また、実給水量は

４８，０７７千㎥／年（日平均１３１，７１８㎥）で、前年度に比べ０．６％減少した。 

経営状況は、事業収益４６億９千万円に対して事業費用３７億９百万円を要し、当年

度の純利益は９億８千万円、前年度に比べ８．２％減少となった。

(2) 審査の意見

今後の水道用水供給事業の経営に当たっては、長期的な展望に立った事業運営の指針

として、平成２３年３月に策定された「滋賀県企業庁水道ビジョン」（目標年度：平成

３２年度）ならびにその実施計画として位置づけた５年間の経営計画（平成２３年度～

平成２７年度）に即して、着実な事業の進行管理を行われるとともに、安全で良質な水

を安定的に供給する公営企業としての使命を果たすため、引き続き合理化・効率化に取

り組み、全職員が経営感覚をもって以下の諸点に積極的に取り組まれたい。

ア 水道施設の維持管理について

施設・設備について、整備後４０年近くを経過したものもあり、今後大規模な更新

時期を迎えようとしていることから、老朽度の実態を踏まえ、重要度、優先度、緊急

度を十分考慮しつつ、アセットマネジメントの手法を用いた長期的な更新計画を策定

し、適切な維持管理により延命化を図りながら、計画的・効率的に更新を実施された

い。

とりわけ、管路については更新に多額の投資が必要となることから、更新基礎調査

の結果等を踏まえ、平成２４年度に策定した更新基本計画に基づき、効率的・効果的

な更新全体計画を策定し、必要な財源を確保しつつ着実に進められたい。

イ 危機管理対策の強化について

(ｱ) 琵琶湖西岸断層帯の活動などによる地震災害の発生時にも安定的な給水を行うた

め、引き続き計画的に施設の耐震水準の向上を図るとともに、受水市町と連携した

訓練等による不断の減災対策に努められたい。
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(ｲ) その他事故等あらゆる不測の事態に備え、安全な水を安定して供給するためのハ

ード面、ソフト面からの危機管理対策の強化に着実に取り組まれたい。

ウ 水質管理の強化について

社会構造や環境の変化など水道水を取り巻く状況の変化に対応するため、平成２５

年３月に「滋賀県営水道 水安全計画」が策定され、また、平成２５年度に水質試験棟

が竣工する予定であり、これら計画への取組や施設機能の充実により、水道水質のさ

らに高い安全性の確保と信頼性の維持・向上に努め、良質な水道用水を供給されたい。

エ 会計制度の見直しに対する的確な対応について

地方公営企業会計制度の見直しにより、新会計基準が平成２６年度の事業年度から

適用されるため、各種引当金の計上の義務づけやみなし償却制度の廃止等の改正項目

に的確に対応し、新会計制度への移行を進められたい。
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第５ 決算の概要

各事業の決算の概要は次のとおりである。

１ 病院事業

本事業においては、成人病センター、小児保健医療センターおよび精神医療センター

を運営しており、その概要は次のとおりである。

病 院 名 診 療 開 始 診 療 科 目 病床数

成 人 病 セ ン タ ー 昭和51年４月

血液・腫瘍内科、糖尿病・内分泌内科、老年内科、免疫内
科、神経内科、循環器内科、消化器内科、呼吸器内科、総
合内科、外科、整形外科、脳神経外科、呼吸器外科、心臓
血管外科、泌尿器科、婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、皮
膚科、麻酔科、放射線診断科、放射線治療科、緩和ケア
科、リハビリテーション科、歯科口腔外科、病理診断科
(26科)

５４１床
(注)

小児保健医療センター 昭和63年４月
小児科、精神科、整形外科、小児外科、眼科、耳鼻いんこ
う科、リハビリテーション科、放射線科、麻酔科
(９科)

１００床

精 神 医 療 セ ン タ ー 平成４年９月 精神科､心療内科､内科 (３科) １００床

（注）稼働病床数 平成24年４月１日～平成25年３月31日 494床

成人病センターは、がん、生活習慣病に関する高度専門医療を提供し、県民の健康の

保持・増進を図るため、県内の基幹病院として運営されている。

小児保健医療センターは、小児を対象とした特定高次の医療サービスを行う本県小児

保健医療分野の中核的施設として運営されている。

また、精神医療センターは、精神障害その他の適応障害の治療および社会復帰援助を

総合的、専門的に行うとともに、県内の精神医療を担う中核的施設として運営されてい

る。
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(1) 経 営 状 況

３病院（経営管理課分を含む。）を総括した経営状況は、次のとおりである。

（単位：円）

区 分 平成２４年度 平成２３年度 増 減 額

医 業 収 益 15,987,010,511 15,584,668,303 402,342,208 102.6%

医 業 外 収 益 2,546,341,012 2,467,825,307 78,515,705 103.2%

附 帯 事 業 収 益 213,586,437 228,033,095 △ 14,446,658 93.7%

（ 事 業 収 益 計 ） 18,746,937,960 18,280,526,705 466,411,255 102.6%

医 業 費 用 17,643,374,964 17,455,316,781 188,058,183 101.1%

医 業 外 費 用 762,700,700 770,949,481 △ 8,248,781 98.9%

附 帯 事 業 費 用 213,134,690 227,194,792 △ 14,060,102 93.8%

特 別 損 失 37,388,829 1,215,532 36,173,297 3,075.9%

（ 事 業 費 用 計 ） 18,656,599,183 18,454,676,586 201,922,597 101.1%

当 年 度 純 損 益 90,338,777 △ 174,149,881 264,488,658 △ 51.9%

前 年 度 繰 越 損 益 △ 14,664,536,903 △ 14,490,387,022 △ 174,149,881 101.2%

当年度未処理損益 △ 14,574,198,126 △ 14,664,536,903 90,338,777 99.4%

医 業 収 支 比 率 90.6% 89.3% 1.3ﾎﾟｲﾝﾄ

対前年度比

－

医業収益は１５９億８千７百万円で、前年度に比べ４億２百万円（２．６％）増加し、

医業費用は１７６億４千３百万円で、前年度に比べ１億８千８百万円（１．１％）増加

した。病院事業の医業収支比率（医業収益を医業費用で除した割合）は９０．６％とな

り、前年度に比べ１．３ポイント上昇した。

また、医業外収益は２５億４千６百万円で、前年度に比べ７千８百万円（３．２％）

増加し、医業外費用は７億６千２百万円で、前年度に比べ８百万円（１．１％）減少し

た。

なお、附帯事業収益２億１千３百万円は、小児保健医療センターの療育部に係るもの

であるが、前年度に比べ１千４百万円（６．３％）減少し、附帯事業費用は２億１千３百

万円で、前年度に比べ１千４百万円（６．２％）減少した。

特別損失は３千７百万円で、前年度に比べ３千６百万円（２，９７５．９％）増加した。

これらの結果、事業収益１８７億４千６百万円から事業費用１８６億５千６百万円を

差し引くと９千万円の純利益となり、前年度繰越欠損金１４６億６千４百万円から純利

益を差し引いた１４５億７千４百万円が当年度未処理欠損金となった。
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(2) 財 政 状 態

３病院（経営管理課分を含む。）を総括した財政状態は、次のとおりである。

（単位：円）

区 分 平成２４年度 平成２３年度 増 減 額

固 定 資 産 28,746,156,088 28,704,717,633 41,438,455 100.1%

流 動 資 産 8,583,074,343 7,742,110,642 840,963,701 110.9%

繰 延 勘 定 585,058,734 613,015,958 △ 27,957,224 95.4%

資 産 合 計 37,914,289,165 37,059,844,233 854,444,932 102.3%

固 定 負 債 80,000,000 70,000,000 10,000,000 114.3%

流 動 負 債 2,192,536,479 2,206,176,784 △ 13,640,305 99.4%

負 債 合 計 2,272,536,479 2,276,176,784 △ 3,640,305 99.8%

資 本 金 36,499,592,902 37,317,346,295 △ 817,753,393 97.8%

剰 余 金 △ 857,840,216 △ 2,533,678,846 1,675,838,630 33.9%

資 本 合 計 35,641,752,686 34,783,667,449 858,085,237 102.5%

負 債 資 本 合 計 37,914,289,165 37,059,844,233 854,444,932 102.3%

対前年度比

固定資産は２８７億４千６百万円で、前年度末に比べ４千１百万円（０．１％）増加

した。これは建物等の減価償却により減少したものの、主に成人病センターの新病棟お

よび精神医療センターの医療観察病棟の建設に伴う建設仮勘定の増加ならびに一般会計

から土地を受贈したことによるものである。

流動資産は８５億８千３百万円で、前年度末に比べ８億４千万円（１０．９％）増加

したが、これは主に、成人病センターにおける現金預金の増加によるものである。

繰延勘定は５億８千５百万円で、前年度末に比べ２千７百万円（４．６％）減少した

が、これは資本的支出にかかる控除対象外消費税の増加に対して償却が上回ったことに

よるものである。

固定負債は８千万円で、前年度末に比べ１千万円（１４．３％）増加した。これは小

児保健医療センターにおける退職給与引当金の増加によるものである。

流動負債は２１億９千２百万円で、前年度末に比べ１千３百万円（０．６％）減少し

たが、これは主に、成人病センターにおける未払金の減少によるものである。

資本金は３６４億９千９百万円で、前年度末に比べ８億１千７百万円（２．２％）減

少したが、これは企業債残高の減少によるものである。

剰余金はマイナス８億５千７百万円で、前年度末に比べ１６億７千５百万円（６６．

１％）マイナス分が減少したが、これは主に、一般会計からの負担金の受入れおよび土
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地の受贈による資本剰余金の増加によるものである。



- 14 -

２ 工業用水道事業

本事業においては、彦根市および多賀町を給水区域とする彦根工業用水道と、県南部

地域を給水区域とする南部工業用水道の２事業を行っている。

(1) 経 営 状 況

給水状況は、次のとおりである。

                              （単位：㎥） 

区 分

契 約 給 水 量 31,735,025 31,686,866 48,159 100.2%

日 平 均 86,945 86,576 369 －

実 給 水 量 18,857,331 19,278,733 △ 421,402 97.8%

日 平 均 51,806 52,771 △ 965 －

平成２４年度 平成２３年度 増 減 対前年度比

契約給水量は３１，７３５，０２５㎥（日平均８６，９４５㎥）で、前年度に比べ４８，

１５９㎥（０．２％）増加し、実給水量は１８，８５７，３３１㎥（日平均５１，８０６

㎥）で、前年度に比べ４２１，４０２㎥（２．２％）減少した。 
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２事業を総括した経営成績は、次のとおりである。

（単位：円）

区 分 平成２４年度 平成２３年度 増 減 額

営 業 収 益 1,103,506,486 1,097,565,353 5,941,133 100.5%

営 業 外 収 益 38,051,306 20,817,950 17,233,356 182.8%

（ 事 業 収 益 計 ） 1,141,557,792 1,118,383,303 23,174,489 102.1%

営 業 費 用 794,986,988 762,663,633 32,323,355 104.2%

営 業 外 費 用 28,289,493 33,152,600 △ 4,863,107 85.3%

（ 事 業 費 用 計 ） 823,276,481 795,816,233 27,460,248 103.5%

当 年 度 純 損 益 318,281,311 322,567,070 △ 4,285,759 98.7%

前 年 度 繰 越 損 益 0 0 0

当年度未処理損益 318,281,311 ※ 322,567,070 △ 4,285,759 98.7%

営 業 収 支 比 率 138.8% 143.9% △ 5.1ﾎﾟｲﾝﾄ

対前年度比

―

―

※322,567,070円は建設改良積立金等へ

営業収益は１１億３百万円で、前年度に比べ５百万円（０．５％）増加し、営業費用は

７億９千４百万円で、前年度に比べ３千２百万円（４．２％）増加した。営業収支比率（営

業収益を営業費用で除した割合）は１３８．８％となり、前年度に比べ５．１ポイント低

下した。

また、営業外収益は３千８百万円で、営業外費用は２千８百万円であった。

これらの結果、事業収益１１億４千１百万円から事業費用８億２千３百万円を差し引く

と、３億１千８百万円の純利益となった。なお、前年度未処分利益剰余金３億２千２百万

円は、前年度の剰余金処分において建設改良積立金等に積み立てられたため、前掲の純利

益３億１千８百万円が当年度未処分利益剰余金となり、滋賀県公営企業の設置等に関する

条例（昭和４３年滋賀県条例第２２号。以下「条例」という。）第５条の規定により処分

することとしている。
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(2) 財 政 状 態

２事業を総括した財政状態は、次のとおりである。

（単位：円）

区 分 平成２４年度 平成２３年度 増 減 額

固 定 資 産 12,630,527,323 12,743,152,418 △ 112,625,095 99.1%

流 動 資 産 3,257,733,344 2,970,093,092 287,640,252 109.7%

繰 延 勘 定 0 0 0 ―

資 産 合 計 15,888,260,667 15,713,245,510 175,015,157 101.1%

固 定 負 債 601,344,254 585,913,367 15,430,887 102.6%

流 動 負 債 142,979,734 146,356,479 △ 3,376,745 97.7%

負 債 合 計 744,323,988 732,269,846 12,054,142 101.6%

資 本 金 8,434,173,982 8,334,173,982 100,000,000 101.2%

剰 余 金 6,709,762,697 6,646,801,682 62,961,015 100.9%

資 本 合 計 15,143,936,679 14,980,975,664 162,961,015 101.1%

負 債 資 本 合 計 15,888,260,667 15,713,245,510 175,015,157 101.1%

対前年度比

固定資産は１２６億３千万円で、前年度末に比べ１億１千２百万円（０．９％）減少し

たが、これは主に、構築物等の減価償却によるものである。

流動資産は３２億５千７百万円で、前年度末に比べ２億８千７百万円（９．７％）増加

したが、これは主に、現金預金の増加によるものである。

固定負債は６億１百万円で、前年度末に比べ１千５百万円（２．６％）増加したが、こ

れは引当金の計上によるものである。

流動負債は１億４千２百万円で、前年度末に比べ３百万円（２．３％）減少したが、こ

れは主に、未払金の減少によるものである。

資本金は８４億３千４百万円で、前年度末に比べ１億円（１．２％）増加したが、これ

は主に、建設改良積立金の自己資本金への組入れによるものである。

剰余金は６７億９百万円で、前年度末に比べ６千２百万円（０．９％）増加したが、こ

れは主に、当年度利益の計上と建設改良積立金および減債積立金の取崩しとの差し引きに

よるものである。
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３ 水道用水供給事業

本事業においては、草津市など８市２町を給水対象とする湖南水道用水供給事業を行

っている。

(1) 経 営 状 況

給水状況は、次のとおりである。

（単位：㎥） 

区 分

契 約 給 水 量 46,917,100 47,045,640 △ 128,540 99.7%

日 平 均 128,540 128,540 0 －

実 給 水 量 48,077,231 48,356,616 △ 279,385 99.4%

日 平 均 131,718 132,122 △ 404 －

平成２４年度 平成２３年度 増 減 量 対前年度比

契約給水量は４６，９１７，１００㎥（日平均１２８，５４０㎥）で、前年度に比べ１２

８，５４０㎥（０．３％）減少した。実給水量は４８，０７７，２３１㎥（日平均１３１，

７１８㎥）で、前年度に比べ２７９，３８５㎥（０．６％）減少した。 
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経営成績は、次のとおりである。

（単位：円）

区 分 平成２４年度 平成２３年度 増 減 額

営 業 収 益 4,483,402,424 4,489,086,270 △ 5,683,846 99.9%

営 業 外 収 益 206,759,314 115,863,235 90,896,079 178.5%

（ 事 業 収 益 計 ） 4,690,161,738 4,604,949,505 85,212,233 101.9%

営 業 費 用 3,359,269,140 3,203,077,719 156,191,421 104.9%

営 業 外 費 用 350,727,629 334,685,761 16,041,868 104.8%

（ 事 業 費 用 計 ） 3,709,996,769 3,537,763,480 172,233,289 104.9%

当 年 度 純 損 益 980,164,969 1,067,186,025 △ 87,021,056 91.8%

前 年 度 繰 越 損 益 0 0 0

当年度未処理損益 980,164,969 ※ 1,067,186,025 △ 87,021,056 91.8%

営 業 収 支 比 率 133.5% 140.1% △ 6.6ﾎﾟｲﾝﾄ

対前年度比

―

―

※ 1,067,186,025円は減債積立金へ

営業収益は４４億８千３百万円で、給水量の減少により、前年度末に比べ５百万円（０．

１％）減少し、営業費用は３３億５千９百万円で、主に職員給与費および資産減耗費の増

加により前年度末に比べ１億５千６百万円（４．９％）増加した。営業収支比率は１３３．

５％となり、前年度末に比べ６．６ポイント低下した。

また、営業外収益は２億６百万円で、主に受託工事収益および一般会計からの負担金で

ある。営業外費用は３億５千万円で、主に受託工事費および企業債利息である。

これらの結果、事業収益４６億９千万円から事業費用３７億９百万円を差し引くと、９

億８千万円の純利益となる。なお、前年度未処分利益剰余金１０億６千７百万円は、前年

度の剰余金処分において減債積立金に積み立てられたため、前掲の純利益９億８千万円が

当年度未処分利益剰余金となり、条例第５条の規定により処分することとしている。

一般会計からの補助金および負担金は、次のとおりである。

（単位：円）

区 分 平成２４年度 平成２３年度 増 減 額

水 源 開 発 補 助 金 3,723,000 4,601,000 △ 878,000

退職手当に係る一般会計負担金 73,888,000 20,122,000 53,766,000

児童手当に係る一般会計負担金 1,474,000 2,464,000 △ 990,000

東日本大震災被災地域支援に係る
一 般 会 計 負 担 金

0 2,313,930 △ 2,313,930

合 計 79,085,000 29,500,930 49,584,070 268.1%

皆減

対前年度比

80.9%

367.2%

59.8%
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(2) 財 政 状 態

財政状態は、次のとおりである。

（単位：円）

区 分 平成２４年度 平成２３年度 増 減 額

固 定 資 産 46,800,789,769 46,938,176,814 △ 137,387,045 99.7%

流 動 資 産 8,708,639,205 8,464,368,025 244,271,180 102.9%

繰 延 勘 定 0 0 0 ―

資 産 合 計 55,509,428,974 55,402,544,839 106,884,135 100.2%

固 定 負 債 1,384,065,331 1,288,670,745 95,394,586 107.4%

流 動 負 債 704,668,200 988,971,084 △ 284,302,884 71.3%

負 債 合 計 2,088,733,531 2,277,641,829 △ 188,908,298 91.7%

資 本 金 33,871,121,909 33,543,784,216 327,337,693 101.0%

剰 余 金 19,549,573,534 19,581,118,794 △ 31,545,260 99.8%

資 本 合 計 53,420,695,443 53,124,903,010 295,792,433 100.6%

負 債 資 本 合 計 55,509,428,974 55,402,544,839 106,884,135 100.2%

対前年度比

固定資産は４６８億円で、前年度末に比べ１億３千７百万円（０．３％）減少したが、

これは主に、構築物等の減価償却によるものである。

流動資産は８７億８百万円で、前年度末に比べ２億４千４百万円（２．９％）増加した

が、これは主に、現金預金の増加によるものである。

固定負債は１３億８千４百万円で、前年度末に比べ９千５百万円（７．４％）増加した

が、これは引当金の計上によるものである。

流動負債は７億４百万円で、前年度末に比べ２億８千４百万円（２８．７％）減少した

が、これは主に、未払金の減少によるものである。

資本金は３３８億７千１百万円で、前年度末に比べ３億２千７百万円（１．０％）増加

したが、これは主に、減債積立金の自己資本金への組入れおよび企業債の発行によるもの

である。

剰余金は１９５億４千９百万円で、前年度末に比べ３千１百万円（０．２％）減少した

が、これは主に、減債積立金の取崩しと当年度純利益の計上との差し引きによるものであ

る。


